
財
政
健
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化
か
ら
財
政
適
正
化
へ

令和５年度特別会計当初予算

特別会計名 予算総額 前年度比

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

工業団地整備事業

93億 2,477 万円

12億 1,763 万円

76億 4,549 万円

1億 5,301 万円

-0.9％

+3.2％

+0.0％

-30.9％

予算規模の推移 （年度別）
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477億5千万円
令和５年度 予算総額

繰入金 
50億8,165万円
10.6％

市税 
124億3,187万円
26.0％

その他収入 
31億7,363万円
6.7％

地方交付税 
63億円
13.2％

譲与税・交付金 
30億2,634万円
6.4％

市債 
31億6,840万円
6.6％

国・県支出金 
145億6,811万円
30.5％

歳入
依存
財源
56.7％

扶助費 
149億5,644万円
31.3％

公債費 
33億7,697万円
7.1％

投資的経費 
68億4,751万円
14.3％

物件費 
58億3,518万円
12.2％

繰出金 
34億9,097万円
7.3％

その他 
20億9,853万円
4.4％

補助費など 
50億8,743万円
10.7％ その他の

経費
34.6％

投資的
経費
14.3％

義務的
経費
51.1％

歳出

人件費 
60億5,697万円
12.7％

　
本
市
で
は「
財
政
運
営
基
本
方
針
」を
策
定

し
、次
の
３
つ
を
柱
と
し
て
、財
政
適
正
化
に

向
け
た
各
種
取
り
組
み
を
推
進
し
、財
政
健

全
化
で
の
成
果
の
維
持
と
中
長
期
的
な
視
点

に
立
っ
た
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の

構
築
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

基
本
方
針
１ 

安
定
し
た
財
源
の
確
保

　

持
続
可
能
な
安
定
し
た
財
政
基
盤
構
築
の

た
め
、債
権
管
理
の
徹
底・使
用
料
の
見
直
し・

未
利
用
市
有
地
の
有
効
活
用
に
取
り
組
み
、

財
源
確
保
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。今
後
も
さ
ら

な
る
効
果
的
・
効
率
的
な
取
り
組
み
を
展
開

し
、安
定
し
た
財
源
の
確
保
に
努
め
ま
す
。

基
本
方
針
２ 

歳
出
の
抑
制
と
適
正
化

　

限
ら
れ
た
財
源
に
見
合
っ
た
歳
出
構
造
と

す
る
た
め
、歳
出
全
般
に
わ
た
り
徹
底
し
た

見
直
し
を
行
い
、選
択
と
集
中
に
よ
り
、最
少

の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
挙
げ
る
こ
と
に
努

め
て
い
き
ま
す
。

基
本
方
針
３ 
財
政
運
営
の
透
明
性
の
確
保

　

予
算
・
決
算
の
状
況
の
公
表
や
、中
期
財
政

見
通
し
の
公
表
な
ど
、さ
ま
ざ
ま
な
財
務
情
報

を
わ
か
り
や
す
く
市
民
へ
公
表
す
る
こ
と
で
、財

政
運
営
の
透
明
性
を
確
保
し
て
い
ま
す
。

自主
財源
43.3％

大村の財政

大
村
市
市
勢
要
覧

30

大
村
の
財
政


